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研究要旨 がん患者の自殺率が高いにもかかわらず、実効性ある自殺予防対策は世界的に確立してい
ない。そこで本研究課題では平成 30 年度－令和元年度に WHO の自殺予防戦略を根拠に I.全体的介
入による自殺予防として、がん患者に対するメンタルヘルスケアへのアクセス勧奨法を開発し（研究
❶）、II.選択的・個別的介入による自殺予防を目的として、自殺の危険が高いがん患者に対する多職
種連携による支援プログラムを開発し（研究❷）、実施可能性を検討し確認した。令和 2 年度は、介
入強度をさらに高め実効性ある介入開発につなげるための準備調査の必要性に関して研究評価者の
コメントを受け、がんの種類、病期、診断・治療後早期といったハイリスク因子で対象を絞り込む介
入法の開発、特に、文化的背景や医療システムを考慮したわが国独自の取り組みが必要であると考え
た。研究❸として、医療安全の視点、保健・福祉・経済・労働等の社会科学的視点を含めた中長期的
な対策のあり方を包括的に練り直すために多職種専門家パネルを招集し検討を行った結果、①がん患
者の自殺の実態を明らかにし、②危険因子・保護因子を同定するための調査、③実態に基づく介入研
究の開発と有効性の評価、④モニタリング、⑤がん医療に携わるあらゆる職員に対する自殺対策への
取り組み必須であることや自殺の実態、具体的対応に関する教育が必要であることがまとめられた。
IV.パネル検討会委員の意見を踏まえ、研究❹として、革新自殺（令和元年度）内富班ではじめた全国
がん登録データから我が国における自殺リスクを明らかにする研究を引き継いだ。さらに②日本医療
機能評価機構医療安全情報収集事例データ（2010 年-2019 年）を用いて自殺の実態や関連因子を詳細
に明らかにする事例検討を行い、医学心理社会的背景、要因の検討を行った。その結果、全国がん登
録データより、自殺の実態として一般人口と比較したがん診断後 6 ヶ月以内のがん患者の自殺リスク
が有意に高く特にがん診断後 1 ヶ月以内のリスクが高いこと、がん患者の自殺の大半は自宅で発生し
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ていることが明らかとなった。研究❺として、公開されている 10 年間の医療安全情報収集事例デー
タより、入院がん患者 138 例の自殺、自殺未遂事例の報告が抽出されていること、そのうちの 51 例
（37％）が医療者に心身のつらさを訴えていたにもかかわらず何等かの対応につながった事例は 23
例（45.1％）にすぎないことが示された。さらに全く予期できなかったとの報告が 29 例（21.0％）あ
った。 
本研究の結果を受けて、今後、がん医療における自殺対策としてハイリスクがん患者のコホート調

査等に基づく危険因子・保護因子の同定、実態に基づく介入研究開発、全国がん登録データを活用し
たがん患者の自殺のモニタリングの継続が必要であると考えられた。 

 
【研究協力者】 
大西秀樹 埼玉医科大学国際医療センター 
杉本達哉 静岡県立静岡がんセンター 
石井貴男 札幌医科大学 
成田賢治 札幌医科大学 
藤澤大介 慶應義塾大学医学部病院 
 
A．研究目的 
最新のメタ解析では、がん患者の自殺の危険

性は一般人口の 1.55 倍であると示されている。
調査が行われた国や対象、追跡期間などにより
個々の研究で示された自殺の危険性には差違が
ある（Amiri et al, 2019）。わが国では、10 地域
において 1990-2010 年の期間に登録された 40-
69 歳の一般住民 102,843 人を追跡した前向きの
Japan Public Health Center-based Prospective 
Study から、がん罹患群のがん診断後 1 年以内の
自殺の危険性はがん非罹患群の24倍と有意に高
いが、診断後 1 年以上経過すると自殺の危険性
の有意な上昇は認めないこと（Yamauchi et al, 
2014）が報告された。大阪成人病センター単施
設において 1978-1994 年に診断された 15 歳以
上のがん患者 23,979人を対象とした後ろ向き研
究では、がん診断後 1 年以内の自殺の危険性が
一般人口の 2.66 倍と有意に高く、特に診断後 3-
5 か月の自殺の危険性は 4.36 倍で、ほとんどが
退院直後であった（Tanaka et al, 1999）。2009-

2013年に東京都監察医務院における検案データ
を基にした後方視的調査から、がん既往のある
自殺者は自殺者全体の約 5％（503/9,841 人）を
占め、がん患者の自殺者は、高齢男性が多いこと、
同居者がいる割合が高いこと、生活保護や年金
受給者の割合が高いこと、飲酒者が少ないこと
（Fujimori et al, 2017）、72.8％が治療中である
こと、食事・発話・人工肛門等の機能障害の多い
がん種が多いこと（第 4 回がんとの共生のあり
方に関する検討会, 内富参考人資料４）が示され
た。わが国のがん患者においても診断早期に自
殺の危険性が高いことに加え、いくつかの関連
因子が示唆されたが、有効ながん患者の自殺予
防対策は立てられていない。 

2016年 12月に開催された第 63回がん対策推
進協議会において、がん患者の自殺対策につい
て初めて議論されたことを契機に、全国がん登
録情報を用いてわが国のがん診断後の自殺の実
態分析が行われた。2016 年 1 月～6 月にがんと
診断された 546,148 人（249,116 人・年）のうち、
がん診断後 6 か月以内に 84,601 人が死亡し、う
ち 145 人が自殺で死亡していた（がん患者 10 万
観察人年あたり 58.21 人、6 か月以内に死亡した
全がん患者約 600 人中 1 人に相当）。自殺の手
段は、縊首・絞首・窒息が 73.1％を占め、自殺の
発生場所は自宅敷地内が 72.4%であった（投稿
中）。自殺者の割合は一般人口より高いことが示
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唆され、自殺の手段については一般人口と類似
し、自殺発生場所については、既報（Fujimori et 
al, 2017）の追加解析結果（自殺した場所の
75.8％が自宅敷地内）（H29 革新的自殺研究推進
プログラム内富班報告書）を支持する結果であ
った。診断後早期の自殺が多いこと、さらには外
来通院中のがん患者の自殺が多いといった結果
から、医師によるがんの診断・治療の伝え方のみ
ならず、伝えた後の緩和スクリーニング等を含
む支援体制の構築が必要であると考えられた。
最近発表された系統的レビューにおいて、がん
患者の自殺に対する効果的な対策は依然として
見出されておらず、今後の課題としてがんの種
類、病期、診断告知直後といったリスク因子に沿
った介入法の開発が必要と指摘されており
（Kawashima et al, 2019）、全国がん登録情報を
用いた調査において自殺の危険性が高いと思わ
れる集団を対象に、介入研究を計画すべきと考
えられた。 
平成 30 年度―令和元年度に、WHO の自殺予

防戦略（全体的・選択的・個別的予防）を念頭に、
全体的予防を目指した研究❶と選択的・個別的
予防を目指した研究❷に取り組んだ。令和 2 年
度は、介入強度をさらに高め実効性ある介入開
発につなげるための準備調査の必要性に関して
研究評価者のコメントを受け、❸多職種パネル
によるがん患者の自殺対策の検討、❹ 全国がん
登録データを用いた自殺リスクの検討、❺がん
患者の自殺の実態、関連因子の検討を行った。 

 
B．研究方法 
研究❶「がん患者に対するメンタルヘルスケア
へのアクセス勧奨法の開発」 
パイロット調査Ⅰにおいて、精神科受診を促

すポスター等貼付・カード設置の、がん診断を契
機にうつ状態となるがん患者を精神心理的なケ
アに誘導する効果を検討した。そして、がん患者
指導管理料イの算定率が高い病院の視察を経て、

①組織風土の改革を目指した定期的な研修会と
病院内でのメンタルヘルスケアへのアクセスを
促すポスター貼付、②診断告知時等に看護師署
名欄のある書式様式の利用促進、③看護師同席
時にカード配布、という複合的な介入を行うこ
とによって、がん患者指導管理料の算定ならび
に精神科受診者数の増加が生じるか否かを検討
するパイロット調査Ⅱを行った。 

 
【パイロット調査Ⅰ】 
横浜市立大学附属市民総合医療センターにお

いてパイロット調査Ⅰを実施した（試験期間：平
成 31 年 3 月から令和元年 5 月）。 
電子カルテ、DPC データを用いて、対照期間

（平成 29 年 3 月から 5 月、平成 30 年 3 月から
5 月）の各 3 か月間およびアクセス勧奨を行う試
験期間の 3 か月間に初診となったがん患者につ
いて調査した。がん患者のうち、ICD-10 コード
F3 及び F4 で入院精神療法・通院精神療法・リ
エゾンチーム加算・緩和ケアチーム加算のいず
れかが算定された患者数を、初診となったがん
患者数で除した割合を求めた。アクセス勧奨試
験期間における割合と対照期間における割合を
比較し、その増減を確認した。 
研究実施に際し、横浜市立大学医学系研究倫

理委員会の承認を得た（平成 31 年 2 月 6 日承
認）。 

 
【がん患者指導管理料イの算定率が高い病院の
視察】 
パイロット調査Ⅰで、介入の有効性を認めな

かったことから、他の介入法を検討することと
した。その結果、がん診断後早期より、診断告知
に伴う心理的不安の軽減を目的としたがん患者
指導管理料イに着目し、がん患者指導管理料イ
を臨床的指標として活用した、全国自治体病院
協議会が開発した「がん患者サポート率（がん患
者指導管理料イを算定した患者数を、初発がん
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患者の初回退院数で除したもの）」が高値の病院
を見学して、その特徴を見出すこととした。箕面
市立病院、小牧市民病院、日本海総合病院の視察
を行った。また、平成 30 年 4 月から 6 月までの
四半期に比べ、平成 31 年 4 月から令和元年 6 月
での四半期において、がん患者サポート率が急
増（1.5％→17.1％）した山形市立病院済生館を
視察した。 
病院の評価には、実装研究のための統合フレ

ー ム ワ ー ク （ Consolidated framework for 
implementation research: CFIR）を利用した。
CFIR は、実装研究促進を目的に開発された、多
くの理論やモデルの中から、実装への有用性、定
義の一貫性、今までの知見との整合性、測定の可
能性などの点について、重要な構成概念を抽出
して、系統的に統合したモデルである。下記に示
す 5 つの領域と 39 の構成概念からなる。①介
入の主要特性（8 つの構成概念：介入の出処、エ
ビデンスの強さと質など）。②外的環境（4 つの
構成概念：外部組織とのつながりの程度、外的な
施策やインセンティブなど）。③内的環境（5 つ
の構成概念と 9 つの下位概念：相対的優先度、
組織の風土、リーダーの関与など）。④個人の特
性（5 つの構成概 念：関係する人々の知識や信
念、自己効力感など）。⑤実装プロセス（4 つの
構成概念と 4 つ の下位概念：実施計画、ステー
クホルダーの関わりなど）。 
 
【パイロット調査Ⅱ】 
都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を

通して一次募集に応じた医療機関のうち、苦痛
のスクリーニング等で活発な活動を行っている
新潟県立がんセンター新潟病院において、パイ
ロット調査Ⅱを実施することとした。 
がん患者をメンタルヘルスケアに誘導するた

めには、診断結果や治療方針等の説明及び相談
を行う時点から、心理的支援の研修を受けた認
定看護師が患者に寄り添う体制構築を最優先課

題とし、同時に認定看護師が適宜必要に応じて
リーフレットを活用するなどして、がん患者を
メンタルヘルスケアにつなげていくという医療
の流れを作ったり、がん患者のメンタルヘルス
ケアを当たり前のものと考える院内風土を醸成
したりすることが肝要と考えた。がん患者指導
管理料イの算定割合（すなわち、がん患者サポー
ト率）を向上させることが、がん患者の心理社会
的支援体制構築に向けた上流ゲートとして重要
であると考えられた。そこで、がん患者に対する
メンタルヘルスケアへのアクセス勧奨法の開発
における戦略を弱い単一介入から強度を上げた
複合的介入に変更し、パイロット調査Ⅱを実施
することとした。具体的には、１）病院内でのメ
ンタルヘルスケアへの重要性を示すポスターの
掲示、リーフレットの配布、２）病院内において、
がん患者に対する早期からのメンタルヘルスケ
アの重要性を伝える研修会の定期的な開催、３）
診断告知時に医師の署名だけでなく看護師の署
名も必要とするような書式の文書を利用するよ
う勧奨するという複合的介入を行うことによっ
て、がん患者サポート率、がん患者指導管理料イ、
がん患者指導管理料ロならびに ICD-10 コード
F3 及び F4 で入院精神療法・通院精神療法・リ
エゾンチーム加算・緩和ケアチーム加算のいず
れかが算定された件数の増加が生じるか否かを
検討した。 
複合的介入の期間は令和 2年 1月から 12月の

12 か月間とした。対照期間を平成 31 年 1 月か
ら令和元年 12 月とした。 
 
研究❷「自殺の危険が高いがん患者に対する多
職種連携による支援プログラムの開発」 
自殺未遂者の自殺再企図防止に有効であるこ

とが示されている ACTION-Jモデル（Kawanishi 
et al, 2014）を修正・応用した、多職種連携によ
るケース・マネジメント介入の妥当性を議論し、
プロトコルのブラッシュ・アップと確定版の作
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成、倫理審査委員会の受審、介入研究実務担当者
の教育、そしてフォージビリティ・スタディを実
施した（UMIN000037137）。 
当該研究で実施する複合的ケース・マネジメ

ント介入は、新規に開発されたプログラムであ
ることから、多施設間での介入の内容・質と安全
性に関して標準化を図る必要があり、実務担当
者を対象とした研修プログラムを開発した。研
修プログラムは半日で終えられるものとしたが、
当然のことながらこの必修研修会のみで多様な
背景をもち、個性の異なる患者に対応し続ける
事には困難があるため、当該研究では、実務担当
者の継続的な研修コースも考案した。研修に際
しては、Attitude to Suicide Prevention Scale
（ASP），Gate Keeper Self-Efficacy Scale（GKSES）
を用いて研修効果の測定を行い、t-検定で前後比
較した。 
これらのプロセスを経て、研究班事務局を兼

ねる札幌医科大学附属病院において、患者の登
録と介入を進めた。研究実施に際し、札幌医科大
学研究倫理審査委員会の承認を得た（承認日：令
和 2 年 5 月 16 日）。 
 
研究❸「多職種パネルによるがん患者の自殺対
策の検討」 
多職種専門家によるパネルを構成した。班員

での定期会議により、あり方検討会開催に向け
た準備、及び検討事項の整理を行った。パネルで
の討議により中長期的な対策のあり方を検討し、
会議録をまとめ、追加意見を収集した。パネルに
よるあり方検討に基づく中長期的対策に関する
提言をまとめた。 
 
研究❹ 「全国がん登録データを用いた自殺リス
クの検討」 
【2016 年分の解析】 

2016 年 1 月 1 日～6 月 30 日 にわが国でがん
と診断され、全国がん登録に登録されたがん患

者を対象とした（がんの剖検発見例、死亡者情報
票のみの者、がん診断年月が不明の者、性別判定
不可・年齢不明・診断時患者住所が国外または不
明の者は除外）。多重がんは対象期間内の一番最
近のがん診断を対象とした。自殺の一部は自殺
以外の外因死として報告されている可能性があ
り、これらを対象死因として調査を行った。対象
者をがん診断日から 6 ヶ月間追跡し、期間内に
対象死因で死亡した者を全国がん登録に登録さ
れた原死因の ICD-10 コード（自殺：X60-X84 お
よび Y87.0、自殺以外の外因死：V01-X59 および
Y10-Y34）で同定した。自殺したがん患者を対象
に、自殺の手段、自殺の発生場所を調査した。ま
た、がん患者における対象死因の発生件数を一
般人口における期待される件数（年齢、性別、都
道府県ごとのがん患者の観察人年と対応する一
般人口における死亡率を用いて算出）と比較し、
標準化死亡比（Standardized mortality ratios: 
SMR）、1 万人あたりの超過絶対リスク（Excess 
absolute risks: EAR）を算出した。SMR、EAR を
サブグループごと（年齢、性別、がん診断後の時
期、がん原発部位、進展度、観血的治療の範囲、
多重がんの有無）に算出した。 

 
【2016 年、2017 年分の解析】 
研究対象者のがん診断日の対象期間の延長、

研究期間の延長、研究代表者の変更などについ
て研究課題「全国がん登録を用いたがん患者の
自殺に関する記述疫学的研究」のプロトコルを
改訂した。2016 年、2017 年分の全国がん登録情
報の利用申請を全国がん登録情報提供等審議委
員会に、2016、2017 年分の人口動態調査（死亡
票）の利用申請を厚生労働省に行い、①と同様に
データの解析を進めた。 
 
研究❺「がん患者の自殺の実態、関連因子の検討」 
公益財団法人日本医療機能評価機構による医

療事故情報収集等事業で収集された 2010 年か
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ら 2019 年のがん患者の自殺事例から自殺の実
態、関連因子を分析した。 

2010 年から 2019 年の医療安全情報収集事例
を対象とし、以下の事例を抽出した。事例検索の
キーワードとして「がん 自殺」、「癌 自殺」、
「腫瘍 自殺」、「肉腫 自殺」、「リンパ腫 自
殺」、「皮腫 自殺」、「細胞腫 自殺」、「膠
腫 自殺」、「黒色腫 自殺」、「グリオーマ 自
殺」、「サルコーマ 自殺」、「骨髄腫 自殺」
を用いた。検索結果から「関連診療科」が精神科
の事例は除外した。抽出された事例の妥当性の
確認のために、事例検索の検索条件として「関連
診療科」を指定したうえで、「自殺」をキーワー
ドとして事例検索を行い、上記の検索結果以外
でがんを罹患し自殺している事例を確認した。
「関連診療科」として「内科」、「麻酔科」、「循
環器内科」など 39 診療科が含まれた。 
事例を収集後、以下を評価項目として抽出し

た。すなわち「既遂あるいは未遂」、「発生時の
年齢」、「性別」、「自殺の手段」、「自殺行動
に関連するモノ」、「関連診療科」、「がん種」、
「自殺行動前の患者の声に関する医療者の報
告」、「自殺行動前の患者の声に対する医療者の
対応・行動の報告」であった。 
 
C．研究結果 
研究❶ 
【パイロット調査Ⅰ】 
ポスターとリーフレットを設置した期間にお

ける ICD-10コード F3及び F4で入院精神療法・
通院精神療法・リエゾンチーム加算・緩和ケアチ
ーム加算が算定された件数は、がん初診患者の
うち 42 件（3.2％）であり、対照期間と比較し
（平成 29 年：68 件（7.0％）、平成 30 年：74 件
（6.2％））、増加したとは言えなかった。 
 
【がん患者指導管理料イの算定率が高い病院の
視察】 

CFIR を用いた評価より、医師と看護師との良
好なコミュニケーション、がん診断告知時の書
類の工夫（看護師の署名欄の用意）、電子カルテ
上で看護師の同席を予約できるような変更、等
が見いだされた。 
《箕面市立病院》 
内的環境 多職種カンファや勉強会が定期的

に開催するなど、緩和ケアチーム内外でのネッ
トワーク・コミュニケーションが良好である。ま
た、実装風土や学習風土が良好である。外科医師
らは看護師同席のメリットを感じているなど適
合性も良好である。緩和ケアチームの看護師が
リーダーシップをとっている。 
実装プロセス 緩和ケアチーム看護師がオピ

ニオンリーダーやチャンピオンである。面談同
席率（診療科別）・がん患者サポート率について
定期的に振り返り、下がった場合には対策が事
務から求められる。 
《小牧市民病院》 
内的環境 実装風土や学習風土が良好である。

緩和ケア内科部長の影響が強い。 
実装プロセス 緩和ケア内科部長がオピニオ

ンリーダーやチャンピオンである。面談同席率
（診療科別）・スクリーニングの実施率を定期的
に振り返っている。面接時に相談支援センター
案内を手渡している。 
《日本海総合病院》 
内的環境 実装風土や学習風土が良好である。

緩和ケアチームの看護師がリーダーシップをと
っている。 
実装プロセス 緩和ケアチーム看護師がオピ

ニオンリーダーやチャンピオンである。面談同
席率（診療科別）・がん患者サポート率について
定期的に振り返っている。 

 
【パイロット調査Ⅱ】 
研究実施に際し、新潟県立がんセンター新潟

病院倫理委員会の承認を得た（令和 2 年 1 月 6
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日承認）。令和 2 年 1 月より、介入を開始した。
しかし、令和 2 年 3 月で研究を終了した。 
研究❷ 
研究実務担当者は、介入実施前に研修を受講

することを要件とし、プログラム（表 1）を開発、
研修会を 3 回実施、合計 33 人（医師 12 人、心
理士 8 人、社会福祉士 8 人、看護師 5 人）が参
加した。 
表１．研究実務担当者研修プログラム 

研修内容 時間 
１．研究班リーダーあいさつ 
２．研究分担者・講師あいさつ 
３．プレテスト 
４．研究概要説明 
５．精神腫瘍学総論 
６．自殺予防学総論 
７．がん患者の自殺 
８．研究計画書解説 
９．評価尺度 
１０．心理教育 
１１．研究手順書解説 
１２．質疑応答 
１３．ポストテスト 
１４．研修会終了あいさつ 

 
 
 
10 分 
30 分 
30 分 
15 分 
30 分 
20 分 
25 分 
20 分 

 190 分 
 
第 3 回研修会受講者（医師 3 名、看護師 3

名、ソーシャルワーカー6 名、心理士 1 名）に
対して研修会の前後で ASP、GKSES を用いて
研修の有効性に関する評価を行った。ASP、
GKSES ともに研修前後で望ましい方向に総得
点が変化し、GKSES では、総得点が受講前
42.69 点から受講後 52.62 点と有意な変化を認
めた（P=0.002）。 
札幌医科大学附属病院で研究を開始、令和 2年

2 月 28 日より患者登録を行い、初回面接と介入
面接を行った。 

 

研究❸「多職種パネルによるがん患者の自殺対
策の検討」 
29 名のメンバーによる多職種専門家パネルを構
成し、班員での定期会議（8 回開催）により、あ
り方検討会開催に向けた準備、及び検討事項の
整理を行った。パネル会議を開催し、中長期的な
対策のあり方を検討した。パネルによるあり方
の検討に基づき班員での定期会議（4 回開催）に
より対策に関する提言をまとめ、パネルの合意
を得た。令和 3 年 3 月 31 日に以下の提言をホー
ムページ上で公開した。 
【がん医療における自殺対策のための提言】 
1. がん医療における自殺対策の啓発・教育を推進
する 
がん患者の自殺対策は、がん医療に直接従事

していなくても全医療福祉従事者の責務である
とともに、国民一人一人の役割であることを共
有するために、全てのがん診療施設をあげて全
医療福祉従事者への教育に取り組むとともに、
国民への啓発活動の推進を図る。 
 
2. サーベイランス体制を整備し、モニタリングを
継続的に行う 
がん患者の自殺の実態を明らかにするための

体制を整備し、自殺や自殺対策のモニタリング
を継続的に実施する。 
 
3. 自殺の危険因子・保護因子の解明に努める 
自殺の危険因子・保護因子を身体的・心理的・

社会的要因を含む全側面から検討する。 
 
4. 科学的根拠に基づく介入法を検討し、臨床実装
する 
危険因子・保護因子等を含む科学的根拠に基

づく自殺対策のための介入法を検討し、有効性
が検証された介入を臨床実装する。病院内のみ
ならず病院外を視野に入れた自殺対策に取り組
む。 
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5. 遺族や医療福祉従事者に対する支援法を検討
し、臨床実装する 
遺族に対する心理社会的ケアを含む支援法を

科学的根拠に基づき検討し、臨床実装する。同時
に、関わった医療福祉従事者に対する心理的支
援のための体制を構築する必要がある。 
 
研究❹ 「全国がん登録データを用いた自殺リス
クの検討」 
【2016 年分の解析】 
解析対象のがん患者 546,148 人（249,116 観察

人年）のうち、がん診断後 6 ヶ月以内に 84,601
人が死亡した。うち、145 人が自殺（10 万観察
人年あたり 58.2 人）、298 人が自殺以外の外因
死（10 万観察人年あたり 119.6 人）で死亡して
おり、各々死亡したがん患者の 0.2%、0.4%を占
めていた。自殺者の内訳は男性が 104人（71.7%）、
女性が 41 人（28.3%）であり、年齢分布は 0-49
歳が 12 人（8.3%）、50-59 歳が 16 人（11.0%）、
60-69 歳が 37 人（25.5%）、70-79 歳が 61 人
（42.1%）、80 歳以上が 19 人（13.1%）であっ
た。自殺者のがん原発部位ごとの内訳は、胃がん
19 人（13.1%）、結腸がん 18 人（12.4%）、肺
がん 15 人（10.3%）、前立腺がん 12 人（8.3%）、
直腸がん 11 人（7.6%）、食道がん 9 人（6.2%)、
乳がん 7 人（4.8%）、膵臓がん 6 人（4.1%)、膀
胱がん 5 人（3.4%）、その他 43 人（29.7%）で
あった。自殺者のうち、がん診断後 3 ヶ月以内
に 92人（うち、がん診断後 1ヶ月以内に 40人）、
がん診断後 4-6 ヶ月に 53 人が死亡していた。 
自殺の手段は、縊首・絞首・窒息が 106 人

（73.1%）、高所からの飛び降りが 16 人（11.0%）、
化学物質・有害物質等による中毒が 7 人（4.8%）、
その他が 16 人（11.0%）であった。自殺の発生
場所は、自宅敷地内 105 人（72.4%）、その他明
示された場所（海、川、森林など）23 人（5.5%）、
施設・公共の建築物等（病院を含む）9 人（6.2%）、
その他 8 人（21.4%）であった。自宅敷地内で自

殺により死亡した 105 人のうち、縊死で死亡し
た者は 86 人と 8 割以上を占め、それ以外の手段
では高所からの飛び降り、中毒、鋭利な物体によ
る自殺などがみられた。施設・公共の建築物等
（病院を含む）の自殺者では、高所からの飛び降
り、縊死の順に多かった。 
一般人口と比較した対象がん患者のがん診断

後 6 ヶ月以内の対象死因のリスクは、自殺につ
いては SMR 2.68（95% confidence interval [CI], 
2.26-3.16）、10 万人あたりの EAR 3.65、自殺以
外の外因死については SMR 1.49（95%CI, 1.32-
1.67）、10 万人あたりの EAR 3.92 といずれも一
般人口よりも優位に高かった。また、がん診断後
の時期ごとの自殺リスクの検討では、がん診断
後 3 ヶ月以内は SMR 3.26（95%CI, 2.63-4.00)、
がん診断後 4-6 ヶ月は SMR 2.05（95%CI, 1.54-
2.68)であり、さらにがん診断後 1 ヶ月以内に限
ると SMR 4.06（95%CI, 2.90-5.53)とがん診断か
ら期間が短いほど SMR が高い傾向にあること
が明らかになった。また、自殺以外の外因死のリ
スクについても、がん診断後 3 ヶ月以内は SMR 
1.73（95%CI, 1.49-2.00)、がん診断後 4-6 ヶ月
は SMR 1.21（95%CI, 0.99-1.45)であり、さらに
がん診断後 1 ヶ月以内に限ると SMR 2.66
（95%CI, 2.17-3.12)と、自殺同様にがん診断か
らの期間が短いほどリスクが高い傾向にあった。
他のサブグループごとの解析では、男女ともに
一般人口よりも有意に高い自殺リスクを認め
（男性：SMR 2.59 [95%CI, 2.12-3.14]、女性：
SMR2.94 [95%CI, 2.11-3.99]）、年齢カテゴリー
別では80歳以上を除くすべてのカテゴリーで一
般人口よりも有意に高い自殺リスクを認めた。   
がん進展度ごとの自殺リスクの検討では、限

局がんが SMR 1.98 （95%CI, 1.51-2.55）、領域
浸潤がんが SMR 2.93（95%CI, 1.99-4.16)、遠隔
転移がんが SMR 4.19（95%CI, 2.85-5.95)と遠隔
転移がんで最も高い SMR を認めた。観血的治療
の範囲ごとの自殺リスクの検討では、腫瘍遺残
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なし群では SMR 1.43（95%CI, 1.02-1.94)、腫瘍
遺残あり群では SMR 3.04（95%CI, 1.39-5.76)、
手術なし群では SMR 3.89 (95%CI, 2.76-4.01)、
不明・その他群では SMR 6.33 (95%CI, 4.09-
8.25)であった。多重がんあり群の自殺リスクは
SMR 2.62（95%CI, 1.43-4.40)、多重がんなし群
では SMR 2.69 (95%CI, 2.25-3.19)であった。 
 
【2016 年、2017 年分の解析】 
解析対象のがん患者 1,915,290人のうち、2017

年 12 月 31 日までに 807 人が自殺で死亡してい
た。自殺者の内訳は男性が 591 人（73.2%）、女
性が 216 人（26.8%）であり、年齢分布は 0-39
歳が 17 人（2.1%）、40-49 歳が 39 人（4.8%）、
50-59 歳が 77 人（9.5%）、60-69 歳が 203 人
（25.2%）、70-79 歳が 300 人（37.2%）、80 歳
以上が 171 人（21.2%）であった。自殺者のがん
原発部位ごとの内訳は、胃がん 106 人、結腸が
ん 93 人、肺がん 93 人、前立腺がん 61 人膀胱が
ん 51 人、直腸がん 48 人、乳がん 48 人、食道が
ん 41 人、膵臓がん 35 人、悪性リンパ腫 29 人、
口腔・咽頭がん 27 人、肝臓がん 26 人、腎・尿
路がん 21 人、皮膚がん 19 人、胆嚢・胆管がん
16 人、子宮頸がん 15 人、その他 78 人であった
であった。 
自殺の手段は、縊首・絞首・窒息が 590 人

（73.1%）、高所からの飛び降りが 84 人（10.4%）、
化学物質・有害物質等による中毒が 46 人（5.7%）、
鋭利な物体による自殺が 29 人（3.6%）、溺死・
溺水が 23 人（2.9%）、移動中の物体の前への飛
び込みが 18 人（2.2%）、その他が 17 人（2.1%）
であった。自殺の発生場所は、自宅敷地内 585 人
（72.5%）、その他明示された場所（海、川、森
林など）109 人（13.5%）、施設・公共の建築物
等（病院を含む）51 人（6.3%）、商業およびサ
ービス施設19人（2.4％）、居住施設11人（1.4%）、
その他 32 人（4.0%）であった。 
自宅敷地内で自殺により死亡した 585 人のう

ち、縊死で死亡した者は 470 人と 8 割以上を占
め、それ以外の手段では高所からの飛び降り（45
人）、中毒（35 人）、鋭利な物体による自殺（23
人）の頻度が多かった。施設・公共の建築物等（病
院を含む）の自殺者 51 人では、縊死、高所から
の飛び降りの順に多かった。 
全国がん登録情報を用いた自殺等の実数に関

する解析は終了したが、SMR や EAR などの解
析は人口動態調査の提供データが届き次第開始
する予定である。 
 
研究❺「がん患者の自殺の実態、関連因子の検討」 
事例検索の結果、138 事例（男性 105 例、女性

33 例）が抽出された。既遂 94 例、未遂 44 例で
あった。自殺行動の手段は、既遂例は縊首が多く、
未遂例は切創が多かった。関連診療科は、既遂・
未遂共に外科 23 例（16.2％）、呼吸器内科 21 例
（14.8％）が多かった。がん種は、胃がん・食道
がんなど消化器系 37 例（25.0％）や、舌がん・
顎がんなど頭頚部がん 32 例（21.8％）が多かっ
た。自殺行動前に医療者に心身のつらさを訴え
ていたのは 51 例（37％）報告されていたが、つ
らさを訴えていたにもかかわらず何等かの対応
につながった事例は 23 例（45.1％）にすぎない
ことが示された。さらに全く予期できなかった
との報告が 29 例（21.0％）あった。 
 
D．考察 
研究❶ 
【パイロット調査Ⅰ】 
パイロット調査のエンドポイント（初診のが

ん患者のうち、精神科受診もしくは緩和ケアを
受けたうつ病・適応障害・不安障害患者の人数を、
同院に初診となった全がん患者数で除した比）
が、増加しなかったことから、精神科受診を促す
ポスター等貼付・カード設置等の単一介入では
効果が乏しいことが示唆された。 
【がん患者指導管理料イの算定率が高い病院の
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視察】 
 各病院において、様々な工夫がなされており、
パイロット調査Ⅱの介入を検討するうえで大い
に参考になった。今回の調査では、4 病院の視察
にとどまったが、今後、どのような取り組みがが
ん患者指導管理料イの算定率の増加につながる
か、多数の病院の状況を調査することが望まれ
る。 
【パイロット調査Ⅱ】 
 組織風土の改革を目指した定期的な研修会と
病院内でのメンタルヘルスケアへのアクセスを
促すポスター貼付、２）診断告知時等に看護師署
名欄のある書式様式の利用促進、３）看護師同席
時にカード配布、という複合的な介入を行うこ
とによって、がん患者指導管理料の算定ならび
に精神科受診者数の増加が生じるか否かを検討
する調査を開始した。しかし、がん患者指導管理
料と精神科受診率・自殺率との因果関係が明白
ではないとの外部評価を受けたため、3 月末で一
旦中断することになった。今後は、予備的結果の
解析を行う。 
また、本パイロット調査終了後にがん診療連

携拠点病院において多施設共同研究を行う予定
で、すでに数施設に研究実施依頼および実施に
ついての説明等もしていたが、多施設共同研究
も中止することとした。 
 今後は、全国がん登録情報を用いた実態調査
（R元年革新的自殺研究推進プログラム内富班）
の結果が示されたので、そこで分かったことを
出発点に、医療の視点に加え、保健・福祉・経済・
労働等の視点も含めた中長期的な対策のあり方
を抜本的に練り直すための研究体制を構築する。 
 
研究❷ 
複合的ケース・マネジメント介入の実行可能

性を明らかにするためのフィージビリティ研究
の参加者登録を札幌医科大学附属病院で開始し
た。介入実務担当者必修の研修プログラムには、

第 3 期がん対策推進基本計画に応え、がん相談
支援センターのスタッフも参加した。研修プロ
グラムの有効性を予備的に検討したが、参加者
数が少なく、前後比較デザインであるため、有効
性を結論付けることはできない。 
今後は、札幌医科大学附属病院に加え、慶應義

塾大学病院、埼玉医科大学国際医療センター、静
岡県立静岡がんセンターにおいても順次研究を
進めていく予定であったが、介入プログラムに
よるリスク軽減と自殺減少の因果関係が明らか
でないとの外部評価を受けたため、令和２年 3月
末で中断することになった。 
 
研究❸ 
専門家パネルによるディスカッションにより、

がん医療における自殺対策として、がん医療に
おける自殺対策の啓発・教育を推進する、サーベ
イランス体制を整備し、モニタリングを継続的
に行う、自殺の危険因子・保護因子の解明に努め
る、科学的根拠に基づく介入法を検討し、臨床実
装する、遺族や医療福祉従事者に対する支援法
を検討し、臨床実装する、という 5 点に取り組
む必要があることが提言された。 
しかしながら、これらに取り組むためのエビ

デンスが不足していることが先行研究において
示されている。そのため長期的な視点で、引き続
き専門家パネルでのディスカッションを重ねて
問題に取り組むとともに、エビデンスを蓄積す
る必要がある。 
 
研究❹  
本研究の結果、一般人口と比較して、がん診断

から 6 か月以内に自殺、他の外因子、および心
血管死のリスクが増加し、特に最初の 1 か月の
リスクが高いことが観察された。これは先行研
究の結果を支持する結果であった。 
また、自殺事例の多くが自宅で死亡したこと

も示された。がんの診断を受けることに伴う精
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神的苦痛は、がんの診断直後に自殺を引き起こ
す可能性があり、がんの診断と治療による精神
的苦痛と身体的および認知的機能の低下は、他
の外因子による死亡リスクの増加に関連してい
る可能性が指摘されている。先行研究の結果か
ら、予後不良の癌患者は特に自殺のリスクが高
いことが示されており、本研究結果、がん診断時
に転移性のがんを有し、手術を受けなかった患
者でより顕著に自殺のリスク上昇が示唆された
が、予後不良のがん患者は特に自殺のリスクが
高いことを示した先行研究を支持する結果であ
る。がん患者の自殺に対する予防的介入に関す
るエビデンスは示されていないが、がん患者の
自殺の危険因子に焦点を当てた予防戦略を開発
する必要がある。患者と医師の信頼関係により
自殺念慮を防ぐ可能性が示唆されていることか
ら、医師のコミュニケーションは患者の自殺予
防に重要な役割を果たすと考えられる。がん医
療の現場で働くすべての医療従事者は、新たに
診断されたがん患者、特に診断時に進行がんを
有する患者で自殺のリスクが高いことを認識し、
サポートセンター、緩和ケアチーム、精神保健の
専門家などの利用可能なサポートシステムを導
入し、がん診断の前後の患者の心理社会的ニー
ズと精神・身体的苦痛を評価する必要がある。ま
た、医療従事者に対してコミュニケーションス
キルと自殺予防に関する継続的なトレーニング
を行う必要がある。 

 心血管疾患による死亡のリスクも、がん診
断の最初の 1 か月以内に最も高かったが、その
後急速に減少した。複合心血管疾患による死亡
のリスクが高いのは、診断時に転移性がんを有
し、手術を受けなかった患者で認められた。がん
の診断によって引き起こされる指針的苦痛、お
よび特定の治療に関連する急性/亜急性心毒性
は、診断直後の心血管死の顕著なリスクに関連
する可能性があるため、中長期的な心血管疾患
リスクは、がん関連治療、併存疾患、およびライ

フスタイル要因による後期心毒性作用の影響を
受ける可能性が高くなる。 
 
研究❺ 
本研究の結果、男性が多いこと、既遂事例の自

殺行動の手段として縊首が多いこと、がん種と
して舌がん・顎がんなど頭頚部がんが多いこと
は、自殺行動の関連要因を検討した先行研究と
一致する結果であった。 
また本研究の結果から、3 割以上の患者が自殺

行動前に医療者に心身のつらさを訴えていたに
もかかわらず、その中で何等かの対応につなが
った事例は半数以下にとどまっていたことが示
唆されたこと、全く予期できなかったとの報告
も 2 割以上あったことから、医療従事者への自
殺予防に関する継続的なトレーニングが必要で
あると考えられる。 
 
E．結論 
「がん患者に対するメンタルヘルスケアへの

アクセス勧奨法の開発」を進めるため、パイロッ
ト調査を 2 回行った。1 回目の単介入においては
効果が認められなかった。2 回目の複合介入は、
途中で中断した。 
「自殺の危険が高いがん患者に対する多職種

連携による支援プログラムの開発」では、複合的
ケース・マネジメント介入のフィージビリティ
研究を策定し、患者登録を開始したが途中で中
断した。 
 令和 2 年度は、多職種専門家パネルによる中
長期的な対策のあり方検討、及び全国がん登録
データによる自殺リスクの検討、日本医療機能
評価機構医療安全情報収集事例データを用いた
自殺の実態や関連因子の検討を行った。その結
果、今後、がん医療における自殺対策としてハイ
リスクがん患者のコホート調査等に基づく危険
因子・保護因子の同定、実態に基づく介入研究開
発、全国がん登録データを活用したがん患者の
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自殺のモニタリングの継続が必要であると考え
られた。 
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